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むつ市議会第１８６回定例会会議録 第６号

平成１７年１２月２０日（火曜日）午前１０時開議議事日程 第６号

◎諸般の報告

第１ 一般質問（市政一般に対する質問）

（１）60番 斉 藤 孝 昭 議員

（２）58番 半 田 義 秋 議員

（３）１番 濵 田 栄 子 議員

本日の会議に付した事件

議事日程に同じ
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◎開議の宣告

午前１０時００分 開議

〇議長（宮下順一郎） ただいまから本日の会議を

開きます。

ただいまの出席議員は56人で定足数に達してお

ります。

◎諸般の報告

（ ） 、〇議長 宮下順一郎 本日諸般の報告については

特に申し上げる事項はありません。

〇議長（宮下順一郎） 本日の会議は議事日程第６

号により議事を進めます。

◎日程第１ 一般質問

〇議長（宮下順一郎） 日程第１ 一般質問を行い

ます。

本日は、斉藤孝昭議員、半田義秋議員、濵田栄

子議員の一般質問を行います。

◎斉藤孝昭議員

〇議長（宮下順一郎） まず、斉藤孝昭議員の登壇

を求めます。60番斉藤孝昭議員。

（60番 斉藤孝昭議員登壇）

〇60番（斉藤孝昭） おはようございます。議席番

号60番の斉藤孝昭です。むつ市議会第186回定例

会に当たり一般質問を行いますので、よろしくお

願いいたします。

今回は、団体間で比較可能な財政情報の開示に

ついてと、障害者自立支援法へのむつ市の対応に

ついての２項目について質問させていただきま

す。

まずは、団体間で比較可能な財政情報の開示に

ついてお聞きいたします。団体間で比較可能な財

政情報の開示とは、本年６月22日付で総務省自治

財政局長から県知事へ、それを受けて県の総務部

長から各市町村長あてに団体間で比較可能な財政

情報の開示について通知がありました。内容は、

次のようになっています 「地方財政の状況が極。

めて厳しく、地方団体の行財政運営に対して住民

等の厳しい目が向けられている中で、各地方団体

が住民等の理解と協力を得ながら財政の健全化を

、 、推進していくためには 自らの財政状況について

より積極的に情報を公開することが求められてお

り、その際、他団体との比較可能な指標をもって

住民等にわかりやすく情報を開示することによっ

て財政運営上の課題をより明確にし、それを財政

構造の改善に反映させていくことが喫緊の課題と

なっています。地方団体においては、地方自治法

に基づき財政状況の公表など情報開示に努めてい

るところであり、総務省においても各地方団体の

詳細な財政情報が一覧できるよう決算カードや主

要財政指標一覧を初めとする各種調査、統計デー

タをホームページに掲載するなどしているところ

でありますが、今般こうした取り組みを一層推進

するため、団体間で比較可能な財政情報の積極的

な開示に努められますようお願いいたします」と

なっています。内容を一言で言うと、市町村の財

政力、経済収支比率、起債制限比率、人口１人当

たりの地方債残高、ラスパイレス指数、人口

1,000人当たりの職員数などについて他団体との

比較と今後の改善策を住民にわかりやすく分析表

で公開せよというものであります。そこで、この

通知が行われた背景と基本認識について市長の見

解をお伺いいたします。

また、通知では各自治体の財政運営上の課題を

明確にすることが求められていますが、当市の財



- 163 -

政運営上の課題はどのようなものであると認識し

ているのかお伺いいたします。

次に、障害者自立支援法へのむつ市の対応につ

いてであります。さきの特別国会で障害者自立支

援法が成立しました。国会開会中は、これに反対

する障害者やその関係者が議員会館前に座り込み

を行いマスコミに報道されるなど、世間の注目を

集めました。当市でも障害者の負担増ばかりが一

部で取り上げられましたが、そればかりでなく、

制度自体が大きく改正され、当市の障害者対策に

も大きな影響を与えるものとなっています。措置

制度であった障害者施策が平成15年から支援費制

度に改められ、福祉サービスを提供し始めること

により利用者が増加する一方で、精神障害者が対

象外となるなど制度間に不均衡が存在していまし

た。これまで身体障害者は身体障害者福祉法、知

的障害者は知的障害者福祉法、精神障害者は精神

保健福祉法とそれぞれ別の法体系によりばらばら

に対応措置がとられてきましたが、これを一元化

にとらえ直して障害者の自立と共生の社会をつく

っていく、障害者が地域で暮らせるようにしてい

こうというのがこの法律の目指すところであると

私は認識しています。

そこで、次の３点についてお聞きいたしますの

で、よろしくお願いいたします。

質問の１点目は、市が中心となったサービス提

供体制についてであります。障害者福祉サービス

については、身体、知的、精神等の障害別を問わ

ず、障害者共通の自立支援のための各種福祉サー

ビスが一元的に提供されることとなります。あわ

せてすべての事業のサービス提供も各市町村に一

元されることになります。これまで一つの種類の

事業しか行ってこなかった事業所にほかの２種類

の障害についてもサービス提供の応諾義務が生ず

ることになりました。これは、５年間の経過措置

はあるものの、障害特性に応じた支援体制を速や

かに構築しなければなりません。現在の体制はど

のようになっていて、新体制においてどのように

支援体制を整えようとしているのかお聞きいたし

ます。

また、自治体が障害者のニーズを把握し、サー

ビス提供量等の目標を義務づけた障害福祉計画を

策定することが制度化されました。当市では、ど

のような計画をつくろうとしているのかお聞きい

たします。

質問の２点目は、支給決定プロセスの透明化に

ついてであります。今回新たに利用者がどんなサ

ービスを使ったらよいか、どこに頼んだらよいか

わからないときに相談や支援を行うケアマネジメ

ント制度が導入されることになります。どのよう

なケアマネジメント体制を考えているのかお聞き

いたします。

サービスを行うために支給決定に関する調査や

障害程度区分審査会の設置など、新支給決定手続

が実施されることになりますが、新体系のサービ

スに移行するためには、条例を制定して審査会の

委員を選び、そして委嘱、研修などを行うととも

に、支給するサービスの認定調査、障害程度区分

の認定、支給の決定、受給者証の交付などの手続

。 、が必要になります サービスが開始される時期は

遅くても平成18年10月までに実施されなければな

りません。条例案は、いつ提出されるのでしょう

か、また審査会の委員構成はどのようなものを考

えているのかお伺いいたします。

質問の３点目は、サービス体系の見直しについ

てであります。これまでの障害福祉サービスは、

障害の種別や年齢により制度が複雑に組み合わさ

れていました。この法律によって障害者に共通の

自立支援のための各種サービスが一元的に行われ

ることになり、サービスの提供主体も各市町村に

一元化されます。国からの負担もこれまで単なる

補助金だったのが２分の１の義務的経費となりま
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す。これは、国庫負担からの財源が明確化された

ことで継続した事業が安定的に確保されるという

意味で歓迎すべきところであります。義務的経費

の対象事業である自立支援給付は、ホームヘルプ

サービスや短期入所、行動援護などの居宅サービ

スと自立訓練などの居住系サービスに整理される

。 、ことになります この制度改革の大きなねらいは

全国の共通ルールがなかったため、障害者福祉施

策に大きな地域格差が生じていて、地域のサービ

ス提供体制が異なっていたことや障害者別ごとに

もサービス格差が生じていたという現状を改めた

いという点にあると思います。国が義務的経費と

して負担してくるからには、受ける側の自治体も

しっかりとしたサービスを提供する責任が生ずる

と思いますが、この点について市長のご見解をお

伺いいたします。

最後に、今回地域の実情に応じて柔軟に実施さ

れることが望ましいさまざまな事業は、地域生活

支援事業として法定化されました。各市町村が取

り組むべき事業として相談支援、手話通訳者派遣

などのコミュニケーション支援、日常生活用具の

支給、移動介護支援、地域活動支援などが法定化

されています。これらの支援事業は、既に現在で

も行われていると理解してよいのか、また具体的

にどのような事業が現に行われているのかお伺い

いたします。

以上で１回目の質問を終わらせていただきま

す。

〇議長（宮下順一郎） 市長。

（杉山 肅市長登壇）

〇市長（杉山 肅） 斉藤議員のご質問にお答えい

たします。

ご質問の第１点目は、団体間で比較可能な財政

情報の開示についてでありますが、国からの通知

の内容につきましては、斉藤議員仰せのとおりで

あります。これは、国の三位一体の改革の推進や

市町村合併の進展など地方分権の着実な実現を図

ろうとしている中で、国、地方ともに厳しい財政

。 、状況にあるという背景があります 民間企業では

倒産、リストラが続き、地方公共団体においても

徹底した行財政改革が求められておりますが、そ

の前提として財政状況の情報開示を行い、市民の

協力と理解を得ながら進めることが大事なことで

はないかと認識いたしております。これまで市政

だよりにおいて予算や決算の状況及びバランスシ

ート等の活用による財政状況の公表を行ってまい

りましたが、いずれも市の財政状況のみの説明で

あり、他の団体と比較した形では公表は行ってお

りません。今後につきましては、議員お話しのと

おり、類似する団体との財政状況の比較もわかり

やすいという点に工夫を凝らし、公表してまいり

たいと考えておりますので、ご理解を賜りたいと

存じます。

２点目は、財政運営上の課題は何かとのご質問

であります。先日お示ししましたむつ市赤字解消

計画でもおわかりのように、一般会計における今

年度末の赤字が30億3,900万円、平成18年度末で

は30億7,600万円と準用財政再建団体寸前の財政

状況であります。これに至った経緯は、今さら申

し上げるまでもありませんが、合併４団体とも赤

字または赤字寸前であったこと、苦しい財政状況

の中でのむつ総合病院事業経営健全化に対する財

政支援、さらには新ごみ焼却施設及び新し尿処理

施設の建設負担金等も大きな要因と考えておりま

す。また、当地区では他の市までの距離が２時間

以上という地理的な条件により、すべての行政課

題をこの地域の中で克服していかなければならな

いという他市とは異なる事情があり、財政コスト

が高くならざるを得ないという根本的な背景をご

理解いただきたいと存じます。

今後の課題といたしましては、まず財政再建を

軌道に乗せることが大命題でありまして、そのた
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めには行財政改革の確実な実行と電源立地地域対

策交付金の有効活用を図りながら、赤字解消に努

力してまいる所存でありますので、ご理解とご協

力を賜りたいと存じます。

次に、障害者自立支援法へのむつ市の対応につ

いてのご質問にお答えします。まず、ご質問の第

１点目、市が中心となったサービス提供体制につ

いてであります。斉藤議員お話しのとおり、国で

はこれまでの障害者福祉サービスを行政が決定す

る措置制度を改め、平成15年４月より利用者本位

の支援費制度を実施してまいりました。しかしな

がら、この支援費制度につきましては、１年目で

需要が国の試算を大きく上回り、大幅な財源不足

が懸念される一方、精神障害者が対象外とされる

など、障害種別ごとに不均衡なところもありまし

たので、全面的に見直しを図り、新たな障害保健

福祉施策として障害者自立支援法が去る10月30日

の特別国会で成立し、平成18年４月１日より導入

されることとなりました。

この障害者自立支援法の概要といたしまして

は、障害者の地域生活と就労を進め自立を支援す

る観点から、障害者基本法の基本的理念にのっと

り、これまで障害の種別ごとに異なる法律に基づ

いて提供されておりました福祉サービスや公費負

担医療費等について、共通の制度のもとで一元的

に提供される仕組みを創設することとし、給付内

容や地域生活支援事業、費用負担等について定め

るとともに、関係法令についての整備、調整を図

ることとなっております。このことから、障害者

自立支援法が施行されますと、一つの施設で異な

る障害を持った人にサービス提供が可能になるな

ど、障害者が身近な地域でのサービスを利用でき

たり、選択の幅が広がり、障害者本人を中心とし

た個別の支援をより推進していく制度であると考

えております。

現在のサービス提供体制の状況についてであり

ますが、平成17年３月末現在の当市の身体障害者

手帳等の発行状況を申し上げますと、総計で

、 、3,428名 内訳としては身体障害者手帳は2,659名

愛護手帳は551名、精神保健福祉手帳は218名とな

っており、これらの方々が利用できる市内の施設

としては身体障害関係が15施設、知的障害関係が

、 。13施設 精神障害関係は２施設となっております

障害者福祉計画の策定については、平成18年度

中において、障害者自立支援法の規定により障害

者福祉計画の策定が義務づけられており、計画を

策定しなければ市の障害福祉サービス事業につい

ては国・県から援助が受けられなくなりますの

で、サービス種類ごとの必要見込み量の確保、地

域生活支援事業の実施に関する事項、その他の障

害福祉サービス、相談支援などの事項について障

害者のニーズを把握し、それらを取りまとめて計

画を策定したいと思っております。

ご質問の第２点目、支給決定プロセスの透明化

についてでありますが、新制度では福祉サービス

の必要性を総合的に判定し、障害程度区分事務を

公平、公正に行うため、市に認定審査会の設置が

義務づけられており、介護保険制度と同じ手法が

とられることになります。このことから、市の事

務を円滑に処理するため、保健師や事務担当職員

など、新たな専門職員を配置し、その対応に万全

を期したいと考えております。

認定審査会につきましては、構成する委員は障

害者等の保健または福祉に関する学識経験を有す

る者のうちから、身体障害、知的障害、精神障害

の３障害について知見を有する方々をバランスよ

く構成し、５名の２班編成での設置を検討すると

ともに、法令等につきましては、まだ国より具体

的な内容が示されておりませんが、今後関係機関

などと連携を密にして、遅くとも平成18年６月ま

でには整備する方向で検討してまいります。

ご質問の第３点目、サービス体系の見直しにつ
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いてでありますが、地域生活支援事業関係につき

ましては、日常生活用具の支給や在宅障害者に対

する療育指導など、現行の制度を利用して既に実

施しており、手話通訳関係などについては平成８

年度より担当課に手話通訳員を１名配置し、来庁

者はもとより、医療機関等庁外への要望にも対処

できる体制をとっております。

また、精神障害者の関係では、市内赤川地区に

精神障害者地域生活支援センターが平成18年４月

に開所する予定となっております。さらに、知的

障害者施設でも通所部の定員増を計画している施

設もありますので、これと並行して地域生活支援

事業の充実が図られるものと期待しております。

これにより障害者の方々が自分の住む身近な地域

の中で安心してサービスを受ける体制が整ってく

、 。るものと考えておりますので ご理解を願います

〇議長（宮下順一郎） 60番。

〇60番（斉藤孝昭） 先に、障害者自立支援法の関

係で再質問させていただきます。市長が今答弁し

たとおり、この新しい障害者自立支援法というも

のの中身がすごくボリュームがあるもので、多分

今私の質問に答えた市長の答弁の内容も、とりあ

えず一部ということで、もっと奥が深いものがた

くさんあります。そこで、私も冒頭話をしました

けれども、一部負担ばかりが話題になって、なか

なか法の改正の内容が障害者の方々に十分理解さ

れていないのではないかというふうに思っている

のです。一番大切なことは、障害者の方々にこの

制度の改正の趣旨を十分理解してもらうというこ

とと、制度の内容が障害者の皆さんに本当に生か

されていくということを説明したり実行していく

ことが大変重要だと思っています。これからどう

するかというのは、行政が考えることだと思いま

すが、とりあえずは説明することが一番最初の始

まりだと思いますけれども、その説明する手段を

どういうふうに考えているのか、ちょっとお伺い

しておきたいと思います。

〇議長（宮下順一郎） 保健福祉部長。

（ ） 。〇保健福祉部長 名久井耕一 お答えいたします

障害者へのＰＲということだと思いますけれど

も、これにつきましては、定番でございますけれ

ども、まずは市政だより、さらにはパンフレット

等もこれから準備できると思いますので、それら

を該当されると思われる方へ周知するとか、ホー

ムページ等も利用しまして周知徹底に努めまいり

たいと、このように思っております。ご理解いた

だきたいと存じます。

〇議長（宮下順一郎） 60番。

〇60番（斉藤孝昭） わかりました。

もう一つ、知的障害の施設運営について、一部

広域運営している事業があるのですけれども、そ

の広域運営している事業とこの法律が施行されて

からの整合性をどういうふうにとっていくかとい

う問題もあると思いますけれども、広域運営して

いる事業について、見直しがあるのかないのかお

聞きいたします。

〇議長（宮下順一郎） 保健福祉部長。

〇保健福祉部長（名久井耕一） 知的障害の広域運

営の整合性ということでございますけれども、現

在広域の方で実施しているのは施設入所の事業で

ございます。これにつきましては、５年後に見直

しという事項もございますので、また具体的な中

身についてはまだ国の方から詳細な説明等もござ

いませんので、それらを見きわめながら、当然検

討される部分になろうかと存じますけれども、今

の段階ではまだ具体的な内容が国の方から示され

ていないということでご理解をいただければと存

じます。

以上でございます。

〇議長（宮下順一郎） 60番。

〇60番（斉藤孝昭） 今広域運営している事業との

整合性については、日を改め時間を見て、また何
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かの場面で質問したいと思いますので、障害者自

立支援法については、以上で質問を終わらせても

らいます。

次に、財政情報の開示についてでありますけれ

ども、先ほど市長の答弁では、やるというふうな

話でありましたので、ぜひ間違いなく実施してほ

しいと思います。それで、通知文書の中身にちょ

っと入るのですけれども、今年度中に総務省から

提供された様式を使って住民の皆さんに提供する

、 、こととなっていますけれども 今の12月ですから

毎年やられている財政状況の開示と整合性をとる

ためにもいろんな作業があると思いますけれど

も、とりあえず３月の公表ができるのかできない

のかお伺いします。

〇議長（宮下順一郎） 企画部長。

〇企画部長（渡邉 悟） お答えいたします。

合併という特別な状況もございまして、非常に

難しい状態ではございますけれども、３月上旬に

できるだけの範囲でもやりたいと。様式が示され

てきますので、それに合わせた形でできるのであ

れば、そのまま３月上旬の市政だよりにでも公表

したいなと思っておりますので、よろしくお願い

いたします。平成16年度分ということでよろしく

お願いします。

〇議長（宮下順一郎） 60番。

〇60番（斉藤孝昭） ぜひやってもらいたいと思い

ます。

これも先ほど市長の答弁にありましたけれど

も、２年ぐらい前からですか、決算状況を市政だ

よりに載せているのです。きょうも持ってきまし

たけれども、まず用語の説明もあるし、ちょっと

したイラストも入って非常にわかりやすくていい

ものだと思っていたのですけれども、ただ先ほど

話した類似団体との比較とか今後どうすればいい

かというふうな内容がほとんどないのです。これ

もまた、先ほど市長答弁でありましたとおり、赤

字を解消するためには、やはり住民と行政が一体

とならないとできないということでありますの

で、まず目標設定、いつまで、何年度までにどん

な方法で何億円減らすとか、何円減らすとか、何

円ふやすとか、そういうことを早期に公開しない

と、なかなか住民と一体となった改善ができない

のではないかと思いますけれども、市長はそこの

ところどういうふうに思っているのかお願いいた

します。

〇議長（宮下順一郎） 市長。

〇市長（杉山 肅） 次の財政計画をどうするかと

いうことについては、ちょっと今のような財政環

境の中では五里霧中という状況でありますから、

三位一体改革というのは、また今度は地方交付税

を減らすとか、0.3％という小さな数字にしてい

ますが、実際はそうではなくてもっと減ってくる

ということを考えておかなければならない。そう

いう状況の中で、平成18年度より先の財政見通し

を市民と一緒に考えるというのは徒労に終わるの

ではないかと申し上げざるを得ない状況にありま

す。国は、財政環境が変わってきたとは言ってお

りますけれども、それは税の増収が少しあるとい

う状況でありまして、そのほかにたばこ税であり

ますとか酒税の改正なのか、我々にとって改悪に

なるのか、それはわかりませんが、そういうこと

も予定されているようでありますし、一連の国の

財政改革の方向が腰が据わったものになるのでな

ければ、いわゆる政府の使う骨太の改革がきちん

と示されるのでなければ、我々の立場で財政見通

しなどを語ることは不遜なことになってしまう可

能性もあります。

〇議長（宮下順一郎） 60番。

〇60番（斉藤孝昭） 最後の質問になりますけれど

も、多分市長がそういうふうな話をするのではな

いかと思って準備してきた文書があるのです。ち

ょっと読み上げますけれども、景気が悪いとか財
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政が乏しいとか、政府の三位一体の改革によって

いろんな施策ができないということは言いわけに

。 、しか聞こえないのです やる気があるのだったら

ぜひ本気でやってもらいたいと思います。自主的

にやることもやれるはずですので、地方分権と言

われていますから、ぜひ市長のリーダーシップを

発揮してもらって、財政運営が適正になるように

お願いしたいと思います。

最後、市長、一言お願いします。

〇議長（宮下順一郎） 市長。

〇市長（杉山 肅） 総務省の自治財政局長の通達

というのは、これは当初予算と決算の乖離という

言葉から発想が出てきていると私は考えます。い

かにもむだな予算を組んでおいて、実際に財政運

営やると不納欠損の反対、つまりは使い残しが出

、 、てくるではないかと そういう予算を組んでいて

金がない、金がないというのはおかしいというの

が中央の論理なのであります。だから、我々は実

際に財政運営してみますと、当初予算と決算の乖

離というのは足らないという結論を得る乖離にな

っているのでありまして、国が考えているような

乖離とは違うと申し上げておきたいと思います。

でありますから、逃げ口上、言いわけにしかすぎ

ないということよりも、実際にこれまでの10年以

上財政運営やってみまして、財源が不足であると

いうことだけは、もうはっきり我々身にしみてわ

かっているわけでありまして、逃げ口上を言って

いる暇がないのであります。そういう状況での我

がむつ市の財政状況でありますから、電源三法交

付金等の考え方が改正されまして、今までお国の

お許しをいただかなければ使えなかったものが、

比較的我々の裁量の範囲内で財政運営に期するこ

とができるという状況になってきましたから、今

度は言いわけにならないように、誤解を受けない

ように申し上げる部分も少しは幅が広がるのでは

ないかと考えております。

〇議長（宮下順一郎） これで、斉藤孝昭議員の質

問を終わります。

10時45分まで暫時休憩いたします。

午前１０時３２分 休憩

午前１０時４５分 再開

〇議長（宮下順一郎） 休憩前に引き続き会議を開

きます。

◎半田義秋議員

〇議長（宮下順一郎） 次は、半田義秋議員の登壇

を求めます。58番半田義秋議員。

（58番 半田義秋議員登壇）

〇58番（半田義秋） 私は、元来くじ運が悪くて、

とうとう最後から２番目のくじを引いてしまいま

したので、私が質問するのはちょっと前の議員と

重複すると思いますけれども、これもいたし方あ

りません。どうか、前に答弁したのではないかと

言わずに、誠意あるご答弁をお願いいたしたいと

思います。

それでは、通告順序に従いまして質問いたしま

す。介護保険について、二つの項目に分け、質問

いたします。初めに 「地域包括支援センター」、

の運営についてですが、少子高齢化が進行する中

で、介護保険制度に対する関心が高まり、住民の

期待と不安がますます高くなってきています。介

護保険制度は、発足後５年が経過し、制度の大幅

な見直しが今行われようとしています。その中の

大きな一つに、平成18年度から地域包括支援セン

ターが創設されることになりました。これは、市

で運営することになっておりますが、地域の利便

、 、性など 事情によっては生活圏域ごとに設置でき

その事業の全部または一部を業者に委託すること

ができるとありますが、そこで市長に伺います。

地域包括支援センターの運営にかかわる基本的な
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考え方、そして当むつ市では何カ所設置し、事業

委託するとすればどのような事業を委託するの

か、あわせてご答弁願います。

次に、地域支援事業の実施について質問いたし

ます。介護保険制度の見直しによって、現在むつ

市が実施している、むつ市生きがい活動支援通所

事業が地域支援事業に切りかえられていくことに

なると思います。この事業は、年をとってもでき

る限り要支援、要介護状態にならないように介護

予防をし、高齢期の生活を元気に暮らすことがで

きるよう援助する事業であり、利用者にとっても

。 、効果的な事業として評価されております そこで

この事業が介護保険制度の見直しによってどのよ

うに変わるのか、また平成17年度と平成18年度、

これは見込みでいいです、１人当たりの事業費と

事業規模及び利用対象者数について伺います。

第２点目、公立、つまりむつ市で経営している

保育所の今後のあり方について質問いたします。

、 、昭和22年から昭和二十七 八年ごろに生まれた人

俗に言う団塊の世代と言われる人々が、私もその

中の一人ですが、その人たちが結婚し、子供さん

を産む、いわゆる第２次ベビーブームの到来とな

ったわけであります。それが昭和45年から昭和

53年ごろまで続きますが、ちょうどそのころは夫

婦共稼ぎ、核家族化が進んだ時代であり、既存の

幼稚園や保育園ではさばき切れず、各市町村でそ

の規模に合わせた保育所が設立されたわけであり

ますが、あれから30年以上だんだんと少子化が進

み、今では一部の保育所を除き、定員を大幅に割

。 、る保育所が見られるようになりました そのため

運営費が市の財政を圧迫しています。それが今の

現状です。これからも少子化が一段と進むと思わ

れる現在、私は公立の保育所の役目はもう終わっ

たと思いますが、これについても市長の見解を求

め、１回目の質問とします。明快なる答弁を求め

ます。

〇議長（宮下順一郎） 市長。

（杉山 肅市長登壇）

〇市長（杉山 肅） 半田議員のご質問にお答えい

たします。

一般質問の１日目に柴田議員からも地域包括支

援センターについてのご質問がありましたので、

答弁が重複する場合もあろうかと存じますが、ご

了承願いたいと思います。

まず、介護保険についてのご質問の第１点目、

地域包括支援センターの運営についてでありま

す。議員ご承知のとおり、平成17年６月、介護保

険法の一部改正に伴いまして 「地域包括支援セ、

ンター」の創設が義務づけられました。いわゆる

住みなれた地域で尊厳を保持しながら、その人ら

しく豊かに暮らすことができるように、また高齢

者の心身の維持、保健、福祉、医療サービスの向

上や生活の安定のための必要な援助、支援を受け

たいといった基本的なニーズにこたえるための総

合的な機関として市町村が実施主体となり運営す

べきことになったものであります。国の施策に基

づき運営される地域包括支援センターの事業とい

たしましては、１、介護予防事業及び新予防給付

に関する介護予防ケアマネジメント、２、地域の

高齢者の実態把握や虐待への対応などを含む総合

的な相談支援業務、３、高齢者の状態の変化に対

応した長期継続的なケアマネジメントの支援業務

が主なものであります。また、この地域包括支援

センターには３名以上の専門職が配置されること

となり、社会福祉士につきましては総合相談支援

及び権利擁護の業務を、保健師につきましては介

護予防マネジメント業務を、そして主任ケアマネ

ジャーにつきましては、包括的、継続的マネジメ

ント業務を行うこととして位置づけられておりま

す。その運営方法といたしましては、市町村での

直営または民間法人等への委託などが考えられま

すが、あくまでも公正、中立を確保する観点と、
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市町村の責任の明確化を図るとの認識から、平成

18年度は１カ所、市直営で設置いたしたいと考え

ております。

また、地域包括支援センターが担当する区域、

いわゆる圏域設定につきましては、国の目安基準

例として第１号被保険者数6,000人程度、推計人

口３万人程度、介護予防対象者数300人程度と示

されておりますものの、単独で設置する場合は、

必ずしもこれらの基準を満たさなくてもよいとの

見解であります。被保険者の人口規模、運営財源

や専門職の人材確保の状況等との整合性にも考慮

し、最も効果的、効率的に地域包括支援センター

機能が発揮できるようにという国の考え方であり

ます。

合併によりまして、行政区域も広範囲になった

ことに伴い、果たして介護サービスが十分提供さ

れるのかと危惧される向きもあろうかと存じます

が、地域包括支援センター創設後の推移を十分見

きわめながら、是正すべきことは是正いたしまし

て、介護サービスをご利用される方々にご不便の

ないように専門職の人材確保及び地域型在宅介護

支援センターとの協力体制を維持しながら、健全

な運営をいたしてまいりたいと考えております。

なお、地域包括支援センターが創設されるに当

たり、現在８カ所ある地域型在宅介護支援センタ

ーの位置づけにつきましては、介護保険制度施行

以来最も身近な介護予防の活動拠点として地域ケ

アを支える重要な役割を果たし、また市町村の代

替機能を担う公共性や専門性を有しておりますの

で、今後も地域に根差した介護福祉サービスを継

続していくためにも、受託いただいております家

族介護教室、高齢者実態把握事業並びに地域型在

宅介護支援センター運営事業等を引き継ぎ、委託

をしたいと考えております。

委託料につきましては、地域支援事業が平成

18年度より介護保険特別会計に組み入れられ、介

護保険給付見込額の２％以内で賄われなければな

らないということでありますので、他の事業との

兼ね合いもありますので、現段階では委託料につ

いてはっきり申し上げることはできませんが、今

後の予算編成の中でお示しできるものと思います

ので、ご理解を賜りたいと存じます。

次に、ご質問の第２点目、地域支援事業の実施

についてであります。今回の制度改正に伴いまし

て、介護保険法の基本理念であります自立支援を

より徹底する観点から、予防重視型システムへの

転換として、新たに新予防給付及び地域支援事業

が創設されました。これは、要介護状態等の軽減

あるいは状態悪化の防止につながる軽度者を対象

とする新たな予防給付を創設し、また要支援、要

介護状態になるおそれのある高齢者を対象とした

効果的な介護予防事業を介護保険制度に位置づけ

るために改正されたものであります。平成12年４

月の介護保険制度施行以来、社会全体で支える制

度として定着してまいりましたが、その一方で要

支援、要介護１の軽度者が大幅に増加し、軽度者

に対するサービス改善につながっていないこと、

また介護給付費も年々増大している状況等が問題

化してまいりました。今後ますます進行するであ

ろう高齢化社会に備え、また介護保険制度を持続

していくためにも、介護予防を目的としたサービ

スの充実や住みなれた地域で自立した生活を維持

するための支援を総合的に受けられる体制づくり

が必要になったものであろうと推察いたしており

ます。

このような国の基本的施策として、介護予防サ

ービス事業の推進に当たり、要支援、要介護状態

にならないため、新たな認定基準を設け、これま

での「要支援」が「要支援１」に 「要介護１」、

が「要支援２」と「要介護１」に設定されたとこ

ろであります。症状が軽度で、要支援１、要支援

２と判定された方は、状態がそれ以上悪化しない
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よう運動機能の向上、栄養改善、口腔機能といっ

た生活機能の維持のための新予防給付サービスや

従来のサービス等も介護保険給付で利用すること

ができることとなっております。

また、65歳以上のひとり暮らしの方並びに高齢

者のみの世帯で介護保険の対象とならない方に、

その支援策といたしまして、高齢者地域支援体制

整備事業及び高齢者等の生活支援事業等を実施し

ており、その中の一事業として、生きがい活動支

援通所事業、いわゆる生きがいデイサービスを実

施し、介護サービス事業をサポートしており、こ

れまでどおりのサービスを提供してまいりたいと

考えておりますので、ご理解をいただきたいと存

じます。

次に、今後の公立保育所のあり方についてのご

質問にお答えいたします。まず、これまでの保育

所に関する統廃合や民間移譲についての取り組み

についてでありますが、旧むつ市では平成10年３

月に川守町保育所を廃止し、大平町保育所に統合

いたしました。そして、平成15年３月には関根保

育所を廃止し、柳町保育所に統合いたしておりま

す。理由は、少子化に伴う児童数の減少によるも

のであります。これまであったものをなくすると

いうことは、地域に大きな影響を与えるわけであ

、 、 、りますが 決断すべきときに判断を誤れば 公立

民営ともに苦しい経営を強いられることになろう

かと思うのであります。さらに、平成16年４月に

は、大平町保育所を社会福祉法人「むつ中央福祉

会」に、また平成17年４月には小川町保育所を社

会福祉法人「みちのく福祉会」に経営移譲を行い

ました。このように４カ所の公立保育所の統廃合

と経営移譲を行っておりますが、いずれの場合も

関係各方面のご理解をいただき、実現にこぎつけ

ることができた次第であります。

少子化の傾向は、今後においても進行すること

が予測されていることから、保育所の統廃合、民

間移譲については、保育所が立地する地域の住民

や保護者の皆様のご理解と職員配置等にも配慮し

つつ、今後さらに推し進めなければならないと考

えているところであります。平成14年12月に策定

されたむつ市新行政改革大綱においても 「少子、

高齢化社会に対応した保育環境を早期に達成する

ため、保育所経営の民間移譲を含めた中で効率的

」 、な統廃合を実施していく として位置づけており

現在策定が進められている行政改革の議論の中で

も引き続き継承されるものと考えております。

また、現在作業中の合併後の保育再編計画にお

いても、子育て支援の拡充や保育行政の効率化を

目指すとともに、幼保一元化への動向も見きわめ

ながら、民間が持つ柔軟な発想や高度な技術、さ

らには高い経営能力に着目した計画内容を目指

し、民間を圧迫することなく、統廃合や民間移譲

を進めてまいる所存でありますので、ご理解を賜

ります。

〇議長（宮下順一郎） 保健福祉部長。

〇保健福祉部長（名久井耕一） ただいまの市長答

弁に補足説明をさせていただきますけれども、生

きがい活動支援事業の事業費でございますが、平

成17年度予算になりますけれども、2,200万

4,000円という状況にございます。本人負担

1,000円いただいて11センターの方に委託してご

ざいますので、市の負担が2,800円という状況に

ございます。

以上でございます。

〇議長（宮下順一郎） 58番。

（ ） 、〇58番 半田義秋 地域包括支援センターの方は

大変評価できる設定であると思います。しかし平

成18年度スタートにおいて、１カ所だけの設置と

いうことですが、これでこの広い市全体の地域包

括支援センターとしての役割を果たしていけるの

かどうか、大変心配するところであります。なぜ

１カ所だけなのか、その考えと、その理由を伺い
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たいと思います。

また、これから年次的に川内、脇野沢、大畑と

ふえていく予定があるのかないのか、それもあわ

せてご答弁願います。

〇議長（宮下順一郎） 保健福祉部長。

（ ） 。〇保健福祉部長 名久井耕一 お答えいたします

地域包括支援センターの１カ所という考え方と

いうことでございますけれども、先ほどの市長答

弁にもございましたように、基本的には市直営で

の地域包括支援センターは１カ所と、市直営で立

ち上げる予定でございます。これは、あくまでも

公平、公正、中立という観点からの考え方でござ

います。そのほかに、現在地域型在宅介護支援セ

ンター８カ所に委託してございます。それを今ま

でどおり活用して地域の方々にご不便のないよう

な対応をしてまいりたいということでございます

ので、ご理解をいただきたいと存じます。

以上でございます。

〇議長（宮下順一郎） 58番。

〇58番（半田義秋） それでは、むつ市生きがい活

動支援通所事業は、平成18年４月から介護保険制

度の見直しによって地域支援事業、介護予防事業

に切りかえていき、その対象者の認定は地域包括

支援センターで行うこととなると思うのですが、

現在の利用対象者は、利用対象外となるのですよ

ね。今までの要支援、要介護１の人たちが利用で

きなくなる場合もあるのです。それによって大体

何％の方がその支援を受けられなくなるのか伺い

ます。

〇議長（宮下順一郎） 保健福祉部長。

（ ） 。〇保健福祉部長 名久井耕一 お答えいたします

生きがい活動支援通所事業、通称デイサービス

ということですけれども、これにつきましては今

基本的には従来と同じ考え方でご利用いただくと

いうふうに考えてございます。ただ、当然自己負

担とかも出てまいりますけれども、この辺につき

ましても現在予算編成の作業中でございますの

で、その辺の動きがございますけれども、考え方

としては従来と変わりなくご利用いただくという

考え方でございます。

以上でございます。

〇議長（宮下順一郎） 58番。

〇58番（半田義秋） 市長、今の答弁でよろしいで

すね、間違いございませんよね。今までどおりで

すよね、それは絶対。というのは不安がっている

のです。今制度が変わって、我々はデイサービス

をもう受けられなくなるのだという非常に不安が

っている人がいますので、その点、今の答弁を聞

いて安心しました。

市長、市長は先日リサイクル燃料備蓄センター

の記念パーティーでこのようなことを言いました

よね、ようやく願いがかなったと。これも多くの

市民の理解があったればこそと述べられました

、 、 、 。が 違うのですよね 市長 理解ではないのです

多くの市民がわかっているのは、むつ市がもう財

政的に破綻しているのだと、ですからやむを得な

く、親が子の借金を心配するみたいに、仕方なく

了承していると、私はそう思っているのです。だ

から、この中間貯蔵施設を設置すれば、幾らかで

も市の財政が助かり、そして我々の今まで受けて

いる介護のサービスも低下することなくできるの

ではないかという本当の微々たる希望を抱いてい

。 、 、ると私は思うのです だから 今の答弁を聞いて

今までどおりだということを聞いて安心しまし

た、ぜひこのように。これからは厳しくなるでし

ょう。国も非常に財政的に豊かではないし、市も

そうであるし。でも今までデイサービスを受けて

いる人たちは、１週間に１度でもいいから、これ

を唯一の楽しみにしているので、ぜひ今後ともこ

のままにしてほしいと私は思います。

それで、保育所の件でありますが、私は川内で

すので、第一川内保育所のものしか今はわかりま
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せんけれども、ここに収支の資料があります。歳

入は、保育料は360万円ちょっと、これが前は国

庫及び県負担金制度があって、そっちの方の援助

がありましたけれども、今はそれが廃止され、皆

一般財源化されましたよね。だから、国・県から

幾ら入っているかというのは私たちはわからない

のだけれども、部長たちはその分が幾ら入ってい

るかというのは大体わかると思います。それをひ

とつ教えてください。

〇議長（宮下順一郎） 保健福祉部長。

（ ） 。〇保健福祉部長 名久井耕一 お答えいたします

公立保育所に対する国からの負担金ということ

ですけれども、議員お話しのとおり、今一般財源

化されております。今はっきりした数値は手元に

ないのです、大変申しわけないですけれども。よ

その保育所の例をとりますと、国からの負担金２

分の１、県が４分の１というような形でございま

す。

以上でございます。

〇議長（宮下順一郎） 58番。

〇58番（半田義秋） 一般財源化されて、幾ら入っ

ているかわからないと。それでも、私は人件費、

経費を合わせると相当なものだと思います。これ

が大きく市の財政を圧迫していると思うのです。

だから、国の方針どおり官から民へ、民間ででき

るものは民間へとなるべく小さな地方自治体にす

るというのがいいと私は思うのです。今民間の幼

稚園も保育所と同じで、３時、４時までやってい

るのです。そして、しかも公立の保育所があるた

めに募集が非常に大変で、経営が苦しくなってき

ていると。市長が、なるべく民間を苦しめないよ

うにするとさっき答弁なされました。どうかひと

つこれからも保育所の民間委託、それから統合、

配置等を考えていただければ、市の財政も、それ

から民間の保育所、幼稚園も非常に助かると、私

はそのように思っております。

それから、やめるとしても、その施設は学童保

育、市長、今学童保育が親御さんたちに非常に喜

ばれております。というのは、クラブ活動をやる

前の１、２年、３年生はただ真っすぐうちに帰る

わけです。今このご時世ですので、殺人、誘拐等

があって非常に危険であります。そこで、学童保

育をかなり要望している親御さんがいますので、

それらの施設をその学童保育の方に振り向けたら

一石二鳥ではないかと、私はそのように思ってい

ます。そこで、最後に市長の答弁を求めます。

〇議長（宮下順一郎） 市長。

〇市長（杉山 肅） 先ほどの答弁でも申し上げま

したが、大平町保育所あるいは小川町保育所を民

間に移譲しました。準備には２年ぐらいかかりま

す。さまざまな条件があります。今お話しになっ

ております第一川内保育所、これは昭和53年に建

設されています。今は昭和に換算しますと80年に

なりますから、27年経過しているということにな

、 、りまして 建物の状況がどのようになっているか

私は十分には承知をいたしておりませんので、そ

れらのことも勘案しなければなりません。

また、保育士については、旧むつ市はほとんど

30年近く保育士を採用してこなかったのです。全

部臨時職員でやってきました。全部ということは

ない。所長ですとか主任は正規の職員であります

けれども、そういう臨時職員が多い職場でありま

すので、経営移譲をするに際しても経費が増大す

るというようなことに結びつかないわけでありま

す。その点についても川内、大畑、脇野沢はない

のですが、どのような給与体系をとっており、ど

のような職員体制になっているかということも十

分検討しなければならないでしょう。今お話しの

、 、ように できるだけ民間移譲したいと思いますが

受ける方も受けるための条件が必ずあるはずであ

りますから、きちんとした理解が得られるような

状態をつくり出す必要はあると思います。
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それから、学童保育でありますが、旧むつ市の

学童保育については、それぞれ小学校に嘱託職員

を配置して、その給料は市で負担してこれまで経

営してきました。一たん学校を出て別な場所に移

って学童保育をやるということが多少困難な場合

もあるということで、空き教室がなくても低学年

の生徒たちは早く教室があくわけであります。し

かし、自分の教室で学童保育を受けるということ

はなかなか難しいわけでありますので、あいてい

る教室等を活用してやっておるというのが実情で

ございます。苫生小学校の場合は、わざわざその

ために１部屋つくりました。そのようにして学童

、 、保育を進めておりますので ご期待が大きければ

こたえる形で取り組んでまいりたいと、そう思っ

ております。

〇議長（宮下順一郎） これで、半田義秋議員の質

問を終わります。

暫時休憩いたします。

午前１１時１５分 休憩

午後 １時００分 再開

〇議長（宮下順一郎） 休憩前に引き続き会議を開

きます。

◎会議録署名議員の追加指名

〇議長（宮下順一郎） この際、会議録署名議員が

不在となりましたので、会議録署名議員を追加指

名いたします。

60番斉藤孝昭議員を指名いたします。

◎濵田栄子議員

〇議長（宮下順一郎） 次は、濵田栄子議員の登壇

を求めます。１番濵田栄子議員。

（１番 濵田栄子議員登壇）

〇１番（濵田栄子） むつ市議会第186回定例会、

最後の一般質問となりました議席番号１番濵田栄

子でございます。市長におかれましては、有意義

な議論、前向きなご答弁をよろしくお願いいたし

ます。

質問に先立ちまして、今議会開会中、突然天国

への旅立ちとなりました毛馬内光雄議員のご冥福

を心よりお祈り申し上げます。４年前に初めて議

員に当選させていただきましたときに、毛馬内議

員よりいただいた言葉がありました。知っている

ことは何でも教えるけれども、やるのは自分だぞ

という一言でした。議員生活をスタートするに当

たり、心にしっかりと刻み込まれた一言でありま

した。時として意見の違いはありながらも、さま

ざまな場面でご指導をいただき、議会人としての

強さを学ばせていただきました。

一番大きな意見の対立は、市町村合併に対する

考えでした。交付金を10年間保証するという合併

特例法の期限内に合併して、旧大畑町が財政再建

団体に転落するのを防ぎたいという毛馬内議員の

考えと、旧むつ市を初めとする４市町村の財政状

況が余りにも厳しい中で合併した場合、周辺町村

の地域経済が急激に衰退するのではないかとの懸

念から、合併反対の立場に立った私の考えとの違

いでした。間接民主主義により合併は議決され、

今日に至っております。合併がよかったのか、ま

たそうでなかったのかは今後の私たちの行動と歴

史が判断するものと思われます。

１項目の使用済み核燃料中間貯蔵施設について

。 、ご質問いたします この施設の建設に当たっては

旧むつ市議会の決定済み事項であり、合併後の新

議会には諮られないとの報告がありました。現在

知事の同意を得、本格的な調査が始まっていると

のことでございますが、法定協議会の財政シミュ

レーションにも組み込まれておりました９億

8,000万円の電源立地等初期対策交付金の額と
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60年間で約1,000億円と言われる交付金の額の算

定基準をお伺いいたします。また、この施設を活

用し、地域経済の活性化へどのようにして結びつ

けるのか、重ねてお伺いいたします。

次に、環境税についてご質問いたします。この

税に関しましては、何度もお伺いしました際に市

長は、これは難しい税だというようなことをお話

しなさっておりました。なるほど、今年度に引き

続き平成18年度も見送られる結果となり、残念に

思っております。けれども、導入されれば森林整

備に大きく税移譲され、山村地域の林業に寄与す

るものと思われます。地方から発信し続けること

が必要ではないかと強く感じております。

平成13年９月、大畑町議会議員に初当選以来、

一貫して森林の再生と雇用の創出に取り組んでま

いりました。県の緊急雇用対策による森林整備作

業員の講習会を当初予定のなかった下北地域にお

いて開催していただくよう要請し、平成14年６月

、 。20日より23日 むつ市で開催の運びとなりました

42名の方々が受講されました。翌年平成15年は、

大畑地区受講生を対象に緑の研修生制度が始ま

り、平成16年度は川内地区、今年度においてはむ

つ地区において実施されるとお聞きしておりま

す。大畑地区の研修生は、終了とともにＮＰＯ法

人を立ち上げ、ボランティア活動や民有林の植林

事業を行い、就業の場の確保と森林再生に努めて

。 、いるところでございます 平成17年度においては

ＮＰＯ法人独自の講習会を開き、森林作業員の養

成をし、40名の方々に資格を取っていただいてい

るところでございます。

今後の課題といたしましては、下北半島の森林

面積の約８割を占めます国有林の機能の充実が必

要ではないかと思われます。現在森林管理署の皆

様も林業に従事する皆様も、そして地域の皆様も

方向は一つと感じております。外部の有識者の方

々の意見も交え、地域の声を一つにして発信する

作業が必要ではないかと思われます。この件に関

しては、民間も行政も一体となり、共同作業が必

要と思われますが、市長の考えをお聞きいたしま

す。

以上で１回目の質問を終わります。

〇議長（宮下順一郎） 市長。

（杉山 肅市長登壇）

〇市長（杉山 肅） 濵田議員のご質問にお答えい

たします。

使用済燃料中間貯蔵施設についてのお尋ねであ

りますが、まず１点目の中間貯蔵施設にかかわる

交付金はどういう算定基準のもとで交付額が決ま

っているかとのお尋ねであります。交付金につき

ましては、発電用施設の設置及び運転の円滑化を

図るために、電源三法、すなわち電源開発促進税

法、電源開発促進対策特別会計法、発電用施設周

辺地域整備法に基づいた交付金等の制度があり、

使用済燃料中間貯蔵施設に係る交付金もこれに基

づき交付されるところであります。

交付金の種類としては、大枠としての電源立地

地域対策交付金の中に中間貯蔵施設に関係する分

として電源立地等初期対策交付金相当部分、電源

立地促進対策交付金相当部分、原子力発電施設等

周辺地域交付金相当部分及び原子力発電施設等立

地地域長期発展対策交付金相当部分があります。

それぞれ大変長い名称でありますので、以下省略

して初期対策交付金、立地交付金、周辺交付金及

び長期発展対策交付金とさせていただきます。

交付額の算出方法は、総じて原子力発電所の場

合に準じております。まず、初期対策交付金は、

所在市町村に対して交付されるもので、立地可能

性調査の開始年度から知事の同意年度までは１億

4,000万円を限度として、知事同意の翌年度から

２年間は９億8,000万円を限度として交付されま

す。

次に、立地交付金は、所在市町村、隣接及び隣
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々接市町村に交付されるものであります。施設の

着工年度から操業開始５年目までが交付対象期間

となります。施設の出力に施設の種類による単価

等を乗じて得た額が交付限度額となります。隣接

及び隣々接市町村には総額で所在市町村と同額が

交付されることになります。

次に、周辺交付金は立地交付金と同様、隣々接

市町村まで交付されるもので、施設の着工年度か

ら操業終了までの期間が交付対象となります。所

在市町村には、単価に一般家庭などの電灯需要家

の契約口数及び工場などの電力需要家の契約キロ

ワット数を乗じて得られる額の合計額が年間の交

付限度額となり、隣接及び隣々接市町村では単価

が２分の１となります。

次に、長期発展対策交付金は、所在市町村に交

付されるもので、操業開始の翌年度から操業終了

まで交付されます。中間貯蔵施設については、設

備出力に応じた額と前々年度末日において３年を

経過して貯蔵される使用済燃料の量に１トン当た

り40万円を乗じて得られる額の合計額が交付限度

額となります。

立地交付金と周辺交付金の単価については、貯

蔵建屋とキャスクの製造費を合わせた建設費が基

準となることから、現段階において確定していな

いところであります。

ご質問の２点目は、赤字財政であり、交付金だ

けでは地域の活性化は図れない、地域経済の活性

化へどのようにして結びつけるか、子供たちのた

めに地場産業を育て、地域を活性化させていくた

めには日本初の施設でもあることから、もっと多

い額の交付金を要求する交渉をすべきではないか

とのご質問であります。使用済燃料中間貯蔵施設

は、電源三法交付金による安定的な財源の確保に

より脆弱な財政基盤から脱却し、次世代を担う若

者たちが夢を持ち続けることができるようにする

ために社会基盤整備や地域振興に活用したいとい

う思いから誘致したものであります。交付金制度

が一昨年10月に大幅に改正されたことにより、使

途が大幅に拡大され、従来一般財源で賄っていた

多くの事業に対しても交付金を充当することが可

能となりました。本年度は、次世代を担う子供た

ちを保育する保育士の人件費等にも交付金を充当

しております。

議員ご承知のとおり、今のむつ市は準用財政再

建団体への転落を阻止することが喫緊の課題であ

り、ここ数年は交付金を地域経済の活性化に直接

結びつく事業へ充当することは多くを期待できな

い状況にありますが、この時期を乗り越えれば、

議員のおっしゃる次代を担う子供たちの人材育成

や地場産業の育成のための事業へも充当していく

ことができると考えております。使用済燃料中間

貯蔵施設に係る交付金の増額については、日本で

最初の施設といえども、交付規則において施設の

種類ごとに交付額の算定方法が定まっていること

から、なかなか難しいものと考えられますので、

ご理解を賜りたいと存じます。

次に、濵田議員の環境税についてのご質問にお

答えいたします。深刻化する地球温暖化問題への

切り札として環境省が環境税を提案していること

はご承知のとおりであり、その導入については平

成17年10月25日に「環境税の具体案」として示さ

れております。税の導入に当たっては、企業や国

民全員が温暖化対策に参加していく仕組みの構築

を目指しており、１世帯当たりの負担額は月額

180円程度と予測され、税収額は約4,900億円を見

込んでおります。その使途は、温暖化対策に

3,400億円、社会保険料の軽減などの雇用促進対

策などに1,500億円とされ、特に温暖化対策では

省エネルギー施設の導入促進のほか森林対策を掲

げ、温暖化対策費用のうち20％を地方公共団体に

配分するとされております。しかしながら、この

具体案については現在政府並びに自民党税制調査
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会で議論されているところでありますが、自民党

税制調査会では地球温暖化対策の効果が不透明と

して平成18年度税制改正では見送る方向としてお

、 、り いまだ結論が出ていない状況にあることから

今後の推移を見守る必要があると思っておるとこ

ろであります。

森林を取り巻く環境は、依然として厳しく、林

家の方々が除間伐や植林に積極的に取り組めない

状況にあります。環境税などの動向を踏まえた森

林の整備の方向については、森林組合などの林業

関係団体や関係機関に協力を求め、協議・検討を

進めてまいる所存でありますので、ご理解を賜り

たいと存じます。

〇議長（宮下順一郎） １番。

（ ） 、〇１番 濵田栄子 中間貯蔵施設の交付金ですが

初期対策交付金９億8,000万円、これはこれまで

も何度も提示された金額でございます。現在大間

原発、東通原発の隣接交付金等その他特別交付金

合わせて18億円の活用を、平成17年度においてな

される予定になっております。そして、まず９億

8,000万円の金額でございますが、今年度の予算

316億5,000万円と比較しますと、約３％に当たり

ます。そして、市長が確定されていないとおっし

ゃいました施設が稼働してから交付になります交

付金約1,000億円というようなことも言われてお

りますが それを年間にいたしますと 平均約20億、 、

円でありまして、財政貢献度は約6.3％でござい

ます。そして、９億8,000万円を６万7,000人で割

りますと、どれくらいのサービスになりますかと

いいますと、１年間で１人１万4,626円になりま

す。１カ月で1,218円のサービスでありまして、

１日にいたしますと40円のサービスを受けること

になります。また、20億円を６万7,000人で割り

ますと、１人１年間に２万9,850円のサービスを

受けることになりまして、１カ月で2,487円、１

日83円の行政サービスを受けることとなります。

ドリンク１本にも当たりません。これでは、電気

料金の還元もできる状態ではないのではないかと

思います。市長にもう一度お伺いいたします。

原子力発電所の場合による交付金制度というこ

とでございますが、私といたしましては、この９

億8,000万円、丸が一つ足りないと思っていると

ころでございます。今後50年間の計画に当たりま

して、これではまず今現時点で地域振興も難しい

状態でございますので、いま一度交付金の交渉を

していただきたい。

私たちが、これまで14名の議員たちがさまざま

な観点で質問してまいりました。中間貯蔵施設問

、 、 、題についても 搬入されるのか 搬出されるのか

そのような確約が欲しいなどというたくさんのご

質問がありましたが、今どのような取り決めをし

たとしても、その50年後にこの地域に財産がなか

ったら、その時代の人たちは、なし崩し的に六ケ

所村のように危険なもの、核関連施設を受け入れ

ることになります。ですから、私たちは計画を立

てて50年後にきちっとその時代の人たちが生きて

いけるような施策を歩み出さなければなりませ

ん。そのためには、私この９億8,000万円、どう

しても足りません。1,000億円も足りません。も

う一度市長に交渉していただきたい。その点をま

ず１点お聞きいたします。

〇議長（宮下順一郎） 市長。

〇市長（杉山 肅） この交付金制度は、法律で決

められているものでありまして、法の基準に従っ

て算出されておる、そういうものであります。た

だし、少し目を四方に配ってみてください。福島

県では、発電所のかわりに300億円のサッカー場

をつくってもらっています。そんなことがあると

思います。

〇議長（宮下順一郎） １番。

〇１番（濵田栄子） 私は、サッカー場が欲しくて

言っているのではございません。お金が原因で合
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併しました。ですから、合併と同時に地域の人た

ちが合併してよかったなという方向に進んでいた

だくためには、やはり電気料の還元等もこれから

必要ではないかと思われます。市長は、恐らく腹

の中ではちょっとは交渉してみるかと思っている

かもしれませんので、この件に関してはこれで終

わります。

次に、地域経済の活性化について、今すぐには

なかなか財政状況が厳しくて進めない状態だとい

うようなお話でした。それでは、３点ほど提案が

ありますので、１点ずついきます。

少ないお金を有効に使うのは、女性の特技でご

ざいます。まず、女性管理職の育成、登用につい

て市長にお約束していただきたいなと思います。

あと４年、まだがっちりあります。できましたら

50％を目指して頑張っていただきたい。男女共同

参画社会が叫ばれまして久しいわけですが、女性

議員はようやく５％弱になりました。理事者の皆

様も、皆さんハンサムですばらしい方ですが、私

はやっぱり女性がいないと寂しいと思います。市

長、この件に関して、まずはご答弁をお願いいた

します。

〇議長（宮下順一郎） 市長。

（ ） 、〇市長 杉山 肅 女性の管理職への登用の道は

大分前に開いてきたつもりなのですが、一応課長

以上に任命する際は、私から直接該当させようと

している方にこういうポストについてほしいとお

願いをするのですが、極端なケースを申し上げる

と、その辞令出すならやめてしまうというふうな

言い方をする方もいらっしゃいます。まだむつ市

の女性管理職候補者たちは慎み深くて、なかなか

上に上って大きな組織をまとめるというところに

まで心を開いていないような気がするのでありま

す。大分ここ数年で登用している比率を高めてき

たつもりでおりますが、課長に登用しようとして

もそういう反応が出るところでありますから、次

長、部長級へ登用したいという思いは持っていま

すけれども、すんなりと受けてもらえるかどうか

がこれからの課題になると思います。

〇議長（宮下順一郎） １番。

〇１番（濵田栄子） 課題、課題とおっしゃいます

けれども、課題を解決して、何とかその方向に４

年の間に進んでいただきたいなと思います。

次に、２点目のご提案を申し上げます。企業誘

致でございます。中間貯蔵施設の建設費用は

1,000億円、うち建屋は約２割程度、残りの８割

はキャスクの製造費用と聞いております。私は、

このキャスクの製造工場の企業誘致を条件につけ

てはどうかと思いますが、市長はまるでそのこと

は考えられないとお思いでしょうか。ダブルで引

き受けましょうと、そんな考えはないか、ちょっ

とお聞きいたします。

〇議長（宮下順一郎） 市長。

〇市長（杉山 肅） むつ地区選出の議員には何人

かキャスクの製造工場をごらんいただいておると

ころでありますが、現在日立造船というところが

主につくっておりまして、これは関根浜に入れま

して、原子力船「むつ」のキャスクもつくった工

場でございます。この日立造船という会社は、日

立という大きな会社とは関係がないのです。日立

本体の方からは、スペインでつくったキャスクを

持ってきたいけれども、口を聞いてくれないかと

いうお話が来ました。私どもは、それを決めたり

勧めたりする立場ではございませんというのでお

断りしたのですけれども、いずれにしても、相当

な技術者と設備投資をして、初めてキャスクのよ

うな安全性の高いものをつくらなければならない

という企業でありますから、簡単に進出してこら

れるとは考えられません。そして、またむつ市で

貯蔵する本数も5,000本という限られた数であり

ますから、ウラン換算5,000トン、そういう数で

ありますから、稼働年数が10年ないし20年という
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ことになる。ほかのところで中間貯蔵をやりまし

ょうというのは、手は挙げていますけれども、ま

だ具体的な動きが伴っていないという事情があり

ますから、誘致する条件としてはまだまだ不完全

ではないかと、そう思います。日立がスペインで

つくったら持ってくるというくらいですから、日

立に話をしてもこっちにはなかなか来ないでしょ

う。そういう状況でありますので、公費を使って

誘致運動をすることには限りがありますし、これ

は今の新しくできた会社の方にご相談をするとこ

ろからスタートしてみたいと思います。

〇議長（宮下順一郎） １番。

〇１番（濵田栄子） 何か市長は、ちょっと腰が引

けているような感じがしますけれども、どんどん

言ってください。市長は、圧倒的多数により市民

の皆様から選ばれたわけですから、交渉は必ずし

ていただきたいと思います。もう一度その件に関

してお願いいたします。

〇議長（宮下順一郎） 市長。

〇市長（杉山 肅） 先月できましたＲＦＳという

会社を通じて検討してもらいます。

〇議長（宮下順一郎） １番。

〇１番（濵田栄子） この件に関しては進めていた

だくと。

合併時に、合併した際に見本になる地域が千葉

県君津市ということでございました。どんなまち

かなと思って見てみました。また、私も千葉県に

はよく行くことがありますので、通りかかります

が、新日鐵でしたか、大きな工場があります。今

の状態では、どう逆立ちしてもまねのできないま

ちです。ですから、やはりダブルでキャスク工場

も一緒に、あと1,000億円来ていただくという気

持ちで頑張っていただきたいと思います。この件

はこれで終わります。

次に、市長がこれならできるという提案でござ

います。むつ市のテーマ、新市のテーマ「人と自

然が輝く やすらぎと活力の大地 陸奥の国」を

目指すことでございます。先ほどまだ財政状況が

厳しく、なかなか基幹産業にまで手が届かないと

いうようなことをおっしゃいましたが、そんなに

お金をかけなくても現在の基幹産業にてこ入れす

る方法はございます。例えば大畑地区の例で話さ

せていただきますが、漁業形態、昭和53年度はか

なり凍結船100トン以上1,000トンまでが73隻ほど

ありました。現在では100トン以上が16隻ほどで

すか、100トン未満20トンぐらいまでが38隻、そ

の他10トン以下１トンぐらいまでが123隻と小型

化しております そして 船外機船にしても256隻。 、

、 。となって 沿岸漁業が中心となってきております

、 、 、本当は遠洋漁業 ニュージーランド タスマニア

アルゼンチンなどにも大畑の船は出かけていきま

した。現在は、操業している船はないと聞いてお

ります。

今まで大型船を対象にしてつくられてきた港を

今度は船外機船、小型船が使えるような細やかな

配慮をした港づくりが必要ではないかなと思いま

す。船外機船が使えるような斜路、これは護岸の

一部だそうでございますけれども、そんなに大き

いお金がかからなくても県等に提案をしてできる

のではないかなと思います。きめ細やかな沿岸の

整備、現在の漁業が操業しやすいような整備に努

めていただきたいなと思います。

また、これも少し市長は難しいなと思われるか

もしれませんが、大畑、どちらかというとイカ１

本釣りに頼っている状況でございますが、大きい

問題として海区の問題がございます。

〇議長（宮下順一郎） 濵田議員、通告の範囲内で

のご質問を続けていただきたいと思います。ご協

力お願いします。

〇１番（濵田栄子） わかりました。関係していき

ますので、議長、少々お許しください。

では、まずここで一たん、その整備等に関して
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市長はどう思われるか、ご答弁をお願いいたしま

す。

〇議長（宮下順一郎） 市長。

〇市長（杉山 肅） 私の方のお答えも通告の範囲

を外れますけれども、大畑漁港、市場の整備と両

方を両立させる方法があるのかどうなのか、現在

水産課に検討させております。今の斜路等につき

ましては、ことしのサーモン祭の際に漁協の田髙

組合長から説明を聞かされておりまして、ちょう

ど経済部の理事、あるいは水産課の課長補佐等が

出席しておりましたので、ただちに検討してもら

うようにしております。同時に、市場に使ってお

ります建物もかなり老朽化しているということ

で、あそこは金もうかっているものですから、こ

れは建設当時のような派手な大きな建物がいいの

かどうかという検討はしなければならないと思い

ますが、いずれにしても大畑地区の産業、木材と

漁業ということでありますから、特に漁業では、

かつて八戸と並び立つぐらいのイカの漁獲量があ

ったという実績もありますし、イカ釣り船の権利

金だけで１隻１億円という時代があったのであり

ますが、今日ではそんな常識に外れたようなこと

をする人はいなくなって、ごく通常の漁船の建造

費でおさまるようになっていますけれども、そう

いう中だからこそ今、漁師の方々の生活の安定に

資するような施策をしていかなければならないと

いう考え方は確実に持っておるということを申し

上げます。

（ ） 。 。〇議長 宮下順一郎 １番 お願いでございます

質問事項と質問の要旨の通告の範囲内に何とぞと

どめていただくようご協力をお願いいたします。

〇１番（濵田栄子） わかりました。これも交付金

を使った地域振興の一端かなと思いまして、そち

らに話を持っていきました。

まず、市長もそのようなお考えであるというこ

とで、斜路等の整備に関しましては、漁港事務所

等、また関係団体等と相談して速やかに進めてい

ただきたいなと思います。

次、もう一つ準備しておりましたが、通告外と

いうことで、これはとどめておきます。

まず、地域振興、中間貯蔵施設を受け入れまし

て、そしてどのように次の世代へ私たちがバトン

タッチをしていくかという大きな問題の中で、や

はり今すぐに企業誘致をするとか、大きな企業を

立ち上げるということは難しい状況にあります。

ですから、今ある基幹産業、外貨を稼げる基幹産

業にてこ入れしていく、少ないお金をどのように

次の展開に結びつけていくかという使い方でござ

います。ただ、これを消化してしまうのではなく

て、そのお金を次のお金を生むような使い方をす

るということでございます。それは、やはり産業

の育成ではないかと思います。そのような関連か

ら漁業の振興に入っていきました。そして、でき

得るならば下北一つの水産物、農産物を一堂に集

めた大市場を建てて、県内外からの業者を呼び、

地域の特産品を発送していく、そのような構想を

持ってもよいのではないかなと思います。大きな

市場を建てても、そこに集まる商品がなければ困

ります。ですから、きめ細かく水産物の水揚げが

上がるようなやり方、それを確実に、着実に。大

きいことを考えましても、やる一手は細かいこと

でございます。きめ細かな地域の状況を把握し、

何とかそのような方向に進んでいただきたいと思

います。市長のお考えをもう一度お願いいたしま

す。

〇議長（宮下順一郎） 市長。

〇市長（杉山 肅） 現在まさかりプラザというも

のを持っておりまして、市場と言うほどのもので

はありませんが、出店でありますけれども、しか

し下北地域全体から商品を提供してもらって展示

して売っているという状況です。どのくらいの売

り上げがあるのか私は承知しませんけれども、か
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なりな出足だそうでございまして、それが市場性

とはまた別に、観光客などの方々が自分の足でそ

ういうものを本当はどこでとれるのか、どこでつ

くられているのかというのを確かめながら大間

町、風間浦村でもまた土産として購入していると

いうことは事実のようであります。昨日下北汽船

、 、の取締役会がございまして むつ市に金を出せと

こういう話がありましたけれども、その中で私に

とって興味のあります提案がありました。船に乗

っている１時間、この間にお客様にどう時間を使

ってもらうかということが大事であると。これは

大手の旅行会社の提案だそうでありますが、まず

今特別室がついているけれども、その特別室は要

らないのではないかと。そして、そういう部屋を

なくするかわりに物品販売等を提供したらどうか

という提案だそうであります。これは大型の市場

をつくりましても、それに見合う商品があって、

その商品を目指して来る買参人がいて初めて市場

効果が出てくるものだと思われますので、まずそ

のような地道な活動から展開していくことの方を

考えるべきではないのかというように考えます。

各地でそれぞれ商売なさっている方々がご自分で

売り場をつくっている方もいらっしゃいますし、

先ほど申し上げたまさかりプラザの中にも、大し

た広くはないです、100坪ぐらいしかありません

けれども、商品は管内のものを大体ほとんどそろ

えているという状況であります。生きのいい魚だ

けがないという状況で、それは大畑の方でやって

もらったり、あるいは新しいむつ市の各漁協での

競りに参加してもらうという形で販売はされてい

るだろうと、そう思うのですが、ご提案の趣旨は

わかりますけれども、そういう大型のものを今企

画し、実現していくというだけの余裕もないです

し、これはマーケットリサーチをきちんとしてや

らないと、何だ、これはということにならないと

も限りませんので、そのあたりからスタートをさ

せたいと思います。

〇議長（宮下順一郎） １番。

〇１番（濵田栄子） この件に関しましては、私も

もう少ししっかりとした案を練りまして、もう一

度提案をしたいと思います。

次に、環境税の問題でございますが、市長にお

話しするたびに、これは難しい税だと言われてき

。 、たことはそのとおりでございます 今年度に続き

来年度もまた見送られることになりました。けれ

ども、環境税という形になるのか、またならない

にしても、森林整備には今後大きく手をつけられ

るものと思っております。そのためにやはり私た

ちが地域の状況がどうであるのか、政治力がない

というなら、団結力で勝っていきましょう。地域

の声を集め、そしてまた国に発言力のある有識者

の方々のご意見もお聞きしながら、地方から発信

していきたいと思います。その件に関して、市長

は民間との共同作業により、そのような発信する

場をつくるというお考えがありますかどうか、ご

答弁をお願いします。

〇議長（宮下順一郎） 市長。

〇市長（杉山 肅） 現在の国の動向の中で興味深

いのは、族議員というのが今力を失ってしまって

いる。例えば族議員ではありませんが、日本医師

会が診療報酬の引き下げに抵抗しなかったので

す。つまり今までのように族議員が結束して政策

目標を立て、それを実現させていくというのが小

泉政権のもとではかなり力をそがれた。環境税と

いうのは、これに群がる族議員がいたのです。多

分その連中の利益につながるだろうというような

報道を読んだことがあります。濵田議員がおっし

ゃるような高尚な目的のためにその税を集めると

いう、これは考えられた当初はそうであったよう

でありますが、その後少しずつ妙な方にねじ曲げ

られていったという経緯があるようでございま

す。その中で自民党の税制調査会がもう議論しな
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くなっている。こういう傾向がある中で、これは

環境税という名前のすばらしさからわかりますよ

うに、国民的な声が集まってこなければならない

テーマだろうと思います。ところが、これは環境

省などで試算しますと、4,900億円というのです

から、大して魅力のある額ではないのです。道路

特定財源でさえも、今一般財源化しようというこ

とで動き出している。これは、兆がつくのです。

そのような流れを見ますと、一地方から声を出す

ことで何らかの動きが出るのかと、これは厚い壁

が立ちはだかっているような状況にあると私は理

解をしております。難しいという言葉はそのこと

を申し上げているつもりでありますので、やはり

来年の９月まで待たなければならないのですか

ね。

〇議長（宮下順一郎） １番。

〇１番（濵田栄子） ２項目３点ご質問いたしまし

たけれども、余りきょうはよい回答をいただけな

かったような気がいたします。

、 「 」市長 ことし国民の皆様に選ばれた言葉は 愛

だそうです。若いころは、愛があれば何も要らな

いという時代もありましたが、結婚し、子供を育

てるとともに、やはり愛よりお金が必要だという

ようになった方も多いのではないかと思います。

けれども、年を重ねることにより、もしかしたら

愛がお金以上に物を動かすのではないかなという

思いがしてまいりました。どうぞ、市長、６万

7,000人の市民の皆様に愛ある行政をよろしくお

願いいたしまして、濵田栄子の一般質問を終わり

とさせていただきます。

〇議長（宮下順一郎） これで、濵田栄子議員の質

問を終わります。

◎散会の宣告

〇議長（宮下順一郎） 以上で本日の日程は全部終

わりました。

なお、明12月21日は特別委員会設置及び付託、

付託議案審議、議員提出議案上程、提案理由説明

及び審議を行います。

本日はこれで散会いたします。

午後 １時４９分 散会
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